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(7) r 日本的生産システム」の論議に関する変遷については，坂本清 r~ 日本的生産システム』論の国際
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遍性と特殊性に関する論議は， r日本経営学会第66回全国大会1992年」の統一論題サブ・テーマとな
り，活発な論議が展開された。そこでの主要な研究報告を列挙すると，平尾武久「現代アメリカ自動











性』一一イギリス企業に関する実証研究の検討を中心として一一j ~産研論集』第18号， 1991年 3 月，
及び，中川香代「現代イギリス企業のフレキシィピリティー-1 DS , OECD レポートを中心とし





























(9) 日本貿易振興会『在欧日系企業(製造業〉の経営実態一一第 7 回実態調査報告j] 1992年 3 月， 4~ 
7 ページ。
(10) 木元進一郎「日本的労務管理と『弾力化』一一国際比較のために一一J ~経営論集j] (明治大学〉




(12) Ken Khi Pang and Nick Oliver,“Personnel strategy in eleven Japanese manufacturing 




しよう。 11の日系製造企業の内，わずか 2 企業 (A と 1 )が終身雇用をおこなおうとしている
が，その 2 企業とも労使契約として終身雇用をおこなっておらず，あくまでも労使聞の非公式




格要件と業績を重視しておこなっている(表 2 参照)。 このことは，パングとオリバーによれ
ば，在英日系製造企業において，日本でも見られるような年功序列賃年制が，おこなわれてい




企業仮名 イギリスでの創設年度 雇用数 製品
A 1980 63 光学レンズ
B 1980 321 オーディオ機器
C 1981 1100 テレピ，電子レンジ
D 1974 850 テレビ，電子レンジ
E 1984 184 工作機械
F 1983 200 ビデオテープ・ゾロピィデスク
G 1981 285 半導体
H 1978 117 釣り竿
I 1984 2575 タイノレ
J 1984 173 ライター
K 1985 180 電子タイプライター
表 1 Ken Khi Pang and Nick Oliver. “ personnel strategy in eleven Japanese manufacturin,g 
companiεs in the UK" , Persrmnel Review 17,3 1988, p. 17. 




3 2 3 
4 1 3 
非解答・非重要 5 5 
表 2 Ken Khi Pang and Nick Oliver, 0ρ. cit. , p. 18. 
(13) lbid. , pp. 17-18. 

































のようであった。 11の日系製造企業の労使関係を見ると， 4 企業は労働組合を認めていないし，
6 企業は単一組合であり，イギリスの伝統的な複数組合を認めている企業は，わずか一つしか
ない。また， 7 企業の組合組織率は， 30%から100%であり，そのうち70%以上の組織率をも






(17) Ibid. , pp. 18-19. 
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表 3 Ken Khi Pang and Nick Oliver，。ρ. cit. , p. 18. 
企業仮名 組合を認め 組合の組織率向上を
ているか? 組合数 組合組織率 推進しているか?
A いいえ
B tまい 1 30 』まし、
C は:1，、 l 70 tまし、
D tまし、 1 100 tまL 、
E いいえ
F tまし、 1 50 いいえ
G いいえ 5 
H fまL 、 1 80 tまし、
I tまし、 7 87 
J tまL 、 1 54 いいえ
K いいえ
表 4 Ken Khi Pang and Nick. Oliver，。ρ. cit., p. 19. 
次に，パングとオリバーの実証研究から，在英日系製造企業における QCサークルの導入状



















(2) 1 R S誌の「在英日系製造企業の雇用管理」に関する調査研究
IRS誌は， 1990年に， 120の在英日系製造企業に対して雇用管理に対するアンケート調査を
おこなし、。そのうち25の企業からアンケートを回収し，それらアンケート結果をもとに， r在





















(20) lbid. , pp. 19-20. 
(21)“The ]apanese in Britain: employment Policies and practiceヘ IRS， lndustrial Relations 
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(22) lbid. , p. 7. 
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次に， 1 R S調査から在英日系製造企業の終身雇用・人事管理の実態についてみることにし
たい。調査対象企業の80%が，従業員の雇用保証をおこなっていると答えている。しかし，東
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1988. 
(27) Ibid. , pp. 120ー34.
(28) Ibid. , p. 119. 
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ピリティ (95%) ， ③集団作業・作業チーム (93%) といった三項目であり， それら三項目に
関しては， I大変成功した・かなり成功した」と評価する企業も三分の二以上にものぼってい
る。また，在英日系製造企業の生産・労働慣行において，一定の導入計画・活用を行っている
項目としては，④統計的作業管理 (79%)，⑤QC (73%),( J 1 T (64%) がある。ただ，
QCおよび J 1 Tに関しては，一事例づっ未成功と評価する日系企業もある。
次に，在英日系製造企業の労務慣行の導入状況について見ることにしたい。在英日系製造企
業の労務慣行の導入状況を見ると，導入計画・活用率の高い項目は，①企業内コミュニケーシ













る。もう一つの事例は，在英日系製造企業とイギリスの労働組合 (EETPU . AEU) が，協定
の中に， Iベル・ツゥ・ベノレ・ワーク(始業のベルから終業のベルまでの作業時間中，作業か




(29) Ibid. , pp. 132-34. 


































































(32) トヨタ (UK) における労務管理の展開に関しては，拙稿「在英日系製造企業の労務管理一一トヨ
タ (UK) の労務管理・労使間協定を中心として一一一J ~産業と経済II (奈良産業大学経済学会〉第






































本企業・世界戦略と実践一一電子産業のグローバノレ化と日本経営J~ 同文館， 1991年， 208ページ，参
照。
(37) 在英家電大企業の雇用状況をみると，松下電器 (UK) 1621人，三菱電機 (UK) 1200人，ジャー

















協定・スト無し条項を締結した。その後，サンヨー (UK)，日立 (UK)，シャープ (UK) な
どの家電大企業も， EETPU とシングノレ・ユニオン協定を，締結していった。


















(39) 内藤則邦「イギリス東芝のノーストライキ協定についてJ r立教経済学研究.ß (立教経済学会)第




























その 5 つの協定内容のそれぞれに関して言えば，東芝 (UK) が締結する以前に，イギリスの企
業が締結しており，新しい協定内容とは言えなし、。東芝が， EETPU と締結した協定内容の






































































TUCが EETPU を除名し， Iブリディングトン原則」を追加修正した目的は，第一に，
従来から複数組合交渉形態をとってきたイギリスの企業が，シングル・ユニオン協定を，
TCWU などの一般労組や AUE などと締結し，他の労働組合を排除する方向に進む事を阻
(42) Trades Union Congress, Meeting the Challenge: First Report 01 the Sρecial Review Body, 
1988, pp. 8-9. 
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